予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童福祉諸費　　　
	事業名　児童福祉施設退所者等アフターケア事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　子ども・女性局　子ども家庭課　児童養護係　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内2636）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11217.pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　７，１００千円（前年度予算額：　　３，２５０千円）
＜財源内訳＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,250
	1,625
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,625

	要求額
	7,100
	3,550
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,550


	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
児童養護施設の退所者等は、地域社会において自立生活を送る際には様々な生活・就業上の問題を抱えながら自らの努力で生活基盤を築いていかなければならない。このため、これらの子どもに対し生活に関する相談に応じるとともに、子どもが相互に意見交換や情報交換等を行えるような自助グループ活動を支援するなど、地域社会における社会的自立の促進を図ることを目的として実施する。
（２）事業内容

児童養護施設等を退所した児童等に対して、情報提供、研修、個別の相談等を行うことにより、児童等が就労、学業を継続し安定して生活できるよう支援する。
（３）県負担・補助率の考え方

国１／２、県１／２
（４）類似事業の有無
　　平成26年度まで本県においては、児童福祉施設退所者等自立支援事業と児童福祉施設退所者等アフターケア事業を実施していたが、平成27年度からは生活全般に重きを置いた退所後の生活支援を中心に一本化し、アフターケア事業を実施する。
　　
３　事業費の積算内訳（単位：千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	　　100
	職員旅費

	委託料
	7,000
	人件費、旅費、消耗品費、光熱水費等

	合計
	7,100
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各計画での位置づけ

・岐阜県少子化対策基本計画
（２）後年度の財政負担
・５年を目途に本事業の継続等について必要な検討を実施。
（３）事業主体及びその妥当性
・児童養護施設等の入所児童は、県が保護し措置した児童であり、そういった児童の自立については、県が支援を行う必要がある。事業実施にあたっては、施設退所児童の自立支援についてノウハウを持つ法人等に委託し実施する。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
社会的養護施設を退所した子どもの生活や就業に関する相談に応じるとともに、子どもが相互に意見交換や情報交換等を行えるような自助グループ活動を支援するなど、地域社会における社会的自立の促進を図ります。
目標：年間相談者数(電話、面談等）　延べ1000人


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	年間相談者数（延べ人数）
	0人
（H  ）
	人
（H　）
	人
（H　）
	504人
（H26.8末）
	1000人
（H30）
	50％



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　4月～8月において、各児童養護施設等のアフターケア担当者を集めてのアフターケア担当者会議を3回開催。（会議参加者数：延べ50人）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　事業開始とともに設置した相談拠点施設には月を重ねるごとに相談者数が増え続けている。今後さらに件数は増える見込みであり、退所後の児童の安定した生活を図る一助となっている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	児童及び周りの支援者からの相談は増えており、ニーズが高いことがうかがえる。今まで県内にそういった相談拠点施設がなく、また退所した児童の緊急避難場所として利用できる施設もなかった。当該事業はとても必要性が高い事業である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	退所した（する）児童の自立相談のみならず、行き場がなくなった児童の緊急避難場所としての利用も増えている。児童養護施設等からの相談も増えており、今までどこにも相談できずに悩みを抱え込んでいた児童や児童養護施設等の大きな支えとなりつつある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	今後ますます需要が高まりつつあるが、施設職員との担当者会議等を通じ、より効率的、効果的な取り組みができるよう意見交換を重ねている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　事業開始時は、事業周知に重きを置き、訪問型を中心に支援していたが、相談件数の増加に伴い、広く対応できるよう、訪問型から来所型の支援を検討していくことも必要となってきている。

　　また、児童養護施設等との連携や関係する支援機関（就業支援等）との連携、住居や奨学金・助成金等、多岐にわたる情報の収集も必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

児童養護施設等入所児童は、近年虐待、養育放棄等による入所が増加し、その愛着不足等から処遇の困難化が著しいため、その退所者等の社会的自立については今後とも厳しい状況が想定される。このため今後とも個々の児童の状況に応じた自立支援を図っていく必要がある。
平成27年度は、主に相談拠点施設にて退所者及び退所を控えた児童へ支援できる体制をとり、関係機関との連携にもより一層力を入れ、個々の児童の状況に応じた自立支援を図っていく。


